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韓国公正取引法の実務的特性 

―実体法と執行手続の観点からー 

2026 年２月 10 日 15:00～17:00 

 講師：弁護士 張 志洙氏、弁護士 趙 慶姫氏（金・張法律事務所） 

 

Ⅰ．はじめに：  

１．韓国公正取引法の特徴は、「財閥への経済力集中防止」と「甲乙関係における乙の保護」であ

る。 

２．「財閥への経済力集中防止」については、2024 年の韓国 10大グループ売上高合計額が GDP

の 62％相当であることを理解する必要がある。 

10大グループとは、資産順に、サムスン(Samsung)、SK、現代自動車(Hyundai Motor)、LG、

POSCO、ロッテ(Lotte)、ハンファ(Hanwha)、HD 現代(HD Hyundai)、GS、農協(NongHyup)

である。 

３．「甲乙関係における乙の保護」については、韓国における甲乙関係とは、権力者とそれに服従

する者又は強者と弱者との関係と理解する必要がある。 

 

 

Ⅱ. 実体法の特徴 

１．韓国公正取引法の正式名称は、「独占規制及び公正取引に関する法律」。 

・1980 年 12 月 31 日公布、1981 年４月１日施行。直近改正は 2024 年 2月 6 日公布(同年 8月 7

日施行、一部前倒し、又一部後日施行あり)。全 15 章 130 条で構成。 

・執行機関は公正取引委員会(KFTC)である。 

第１章 総則(1~3 条) 

第２章 市場支配的地位の濫用禁止(4~8条) 

第３章 企業結合の制限(9~16 条) 

第４章 経済力集中の抑制(17~39 条) 

第５章 不当共同行為の制限(40~44 条) 

第６章 不公正取引行為、再販売価格維持行為

及び特殊関係人に対する不当利益提供

の禁止(45~50 条) 

第７章 事業者団体(51~53 条) 

第８章 執行機関(54~71 条) 

第９章 公正取引調停院の設立及び紛争調停

(72~79 条)  

第 10 章 調査等の手続(80~101 条) 

第 11 章 課徴金の賦課及び徴収等(102~107 条) 

第 12 章 差止請求及び損害賠償(108~115 条) 

第 13 章 適用除外(116~118 条) 

第 14 章 補則(119~123 条) 

第 15 章 罰則(124~130 条) 

 

２．経済力集中の抑制 

(1)戦後、国家主導の経済政策を推進する過程において特定企業集団に対して政策金融、税制優

遇、補助金支給、許認可上の優遇等が付与され、特定企業集団による経済力集中が発生した。 
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(2)他国では例を見ない経済力集中の抑制に関する規制を公正取引法第 4章(第 17 条～39条)に導

入した。具体的には大規模企業集団の指定、出資制限、行為制限、開示義務などである1。 

 

３．不公正取引行為の禁止 

(1)財閥グループ主導の経済成長による経済力集中で、中小企業経営に対する圧迫が発生。 

(2)大企業と中小企業との共生が主要な政策課題として浮上。 

(3)公正取引法第 45条は不公正取引行為を禁止する。 

(4)不公正取引行為と市場支配的地位の濫用禁止(第５条第１項)との区別が難しい。 

不公正取引行為の禁止(第 45条 1 項) 市場支配的地位の濫用禁止(第５条第１項) 

①不当取引拒絶 

②不当差別的取扱 

③不当競争者排除 

④不当顧客誘引 

⑤不当取引強制 

⑥取引上の地位不当利用 

⑦不当事業活動拘束 

⑧不当事業活動妨害 

⑨特殊関係人又は他社支援行為(経営資源等を

厚遇条件で提供貸与、取引媒介に参加させる) 

⑩その他 

①商品価格・役務対価の不当決定、維持、変更 

②商品販売・役務提供の不当調節、 

③事業活動不当妨害、 

④新規参入者不当妨害、 

⑤競争事業者不当排除取引又は消費者利益を著

しく害する行為 

(5)審査指針上、支配的地位の濫用行為規制が優先的に適用されている。 

(6)KFTC 実務上、両方の条項を併合的に適用している。 

(7)違法性判断基準は、公正取引阻害性であり、これは「競争制限性(Lessening of competition)」と

「不公正性(Unfairness)」の 2つを含むものである。 

・前者としては取引拒絶、差別的取扱、競争事業者排除、抱合せ販売、拘束条件付取引などであ

る。尚、市場シェア 10％以下の場合、競争制限性はないと見做される。 

・後者は更に(ア)手段の不公正性と（イ）内容の不公正性に 2分できるが、(ア)としては不当顧客 

誘引、取引強制、事業活動妨害、(イ)としては取引上の地位濫用(購入強制、利益提供の強要、販売

目標強制、不利益提供、経営への干渉等)がある。 

 

４．特殊な不公正取引行為取締りの為、取引上の地位濫用に関する特別法として下記がある。 

 ①下請取引の公正化に関する法律(1984)：是正命令、課徴金。懲罰的損害賠償制度もある。 

 ②加盟事業取引の公正化に関する法律(2002) 

 ③大規模流通業法(2011) 

 ④代理店取引の公正化に関する法律(2015) 

 
1 KFTC Annual Report 2025, 341 頁 
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Ⅲ. 執行及び手続面における特性 

１．事件処理件数 

(1)措置類型別件数2 

2024 年度 KFTCは 2496 件を処理した。内、刑事告発は 30 件、是正命令は 220 件、課徴金納 

付命令は 124 件であった。その他には嫌疑なし、審議手続終了、調査中止などが含まれる。 

 2022 2023 2024 

刑事告発(課徴金) 29(21) 39(12） 30(10) 

是正命令(課徴金) 182(91) 198(106) 220(114) 

是正勧告 11 13 16 

警告以上 1240 1555 1416 

その他 932 948 1079 

合計 2172 2503 2496 

 

(2)違反行為類型別件数3 

   2022 2023 2024 

市場支配的地位濫用 0 3 3  

企業結合規定 21  116  49  

経済力集中抑制 76 87 100 

不当共同行為 76 65 83 

事業者団体禁止行為 28 34 21 

不公正取引行為 32 33 35 

不当表示・広告 72 79 54 

不公正約款 128 78 148 

不公正下請取引 446 786 606 

電子商取引法 111 56 28 

訪問販売法 17 23 12 

加盟事業法 177 160 248 

割賦取引法 19 7 11 

大規模流通業法 12 14 2 

代理店法 19 11 15 

その他 6 3 0 

合計 1240 1555 1416 

 

 
2 KFTC Annual Report 2025，91 頁,  

3 KFTC Annual Report 2025，93 頁 
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(3)公正取引法違反行為類型別の課徴金賦課状況 (金額は百万ウオン)  

  課徴金 

賦課率 

2022 2023 2024 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

市場支配的地位濫用 ６％ ― ― ３ 69,651 2 15,533 

経済力集中抑制 20％ 3 142  ― ― 5 1,993 

不当共同行為 20％ 45 745,088 47 129,950 52 170,130 

事業者団体禁止行為 ⁂ 9 2,352  7 2,379 3 55 

不公正取引行為 4％ 7 14,227 16 137,424 16 212,251 

合計  64 761,809 73 339,404 78 399,982 

 ⁂事業者団体:10 億ウオン、構成事業者:不当共同行為 20％、その他の違反行為 10％ 

 

2. 韓国取引委員会(KFTC) 

(1)委員会： 

・委員長 1 名、副委員長 1 名、常任委員 3名、非常任委員 4 名の合計 9 名で構成されている。 

(2)審判機能： 

・KFTC は準司法機関として委員会を構成する。委員全員で構成する全員会議と常任委員 1名 

をふくむ 3 名で構成する小会議により運営される。 

(3)議決書： 

・事件調査を行った審査官が審査報告書を作成し、審判担当官に上程する。上程された事件毎 

に審決補佐が割当られ議案書案を作成する。 

・全員会議又小会議で審議が行われ結果を踏まえた議案書が作成される。 

(4)事件処理手続 

  

審査段階 ①職権認知/申告 

②調査開始(資料提出命令、現場調査、陳述調査、参考人調査) 

③法違反の有無判断(有りの場合は②の再確認、無の場合は調査終了) 

④審査報告書の上程及び送付(審判管理官室と被審人) 

⑤審判管理員室から主審委員に議案書案上程 

審議段階 ⑥議決聴取手続 

⑦全員会議又は小会議で審議、 

⑧議決書の送付 

不服申立 

段階 

⑨議決書を受領した被審人が納得すれば終了。不満があれば KFTCに異議

申立。尚、ソウル高等法院に直接訴えることもできる。 

⑩KFTC の審理に不満があればソウル高等法院で審査 

⑪ソウル高等法院の審査に不満あれば大法院で審査 
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（5）KFTC職員数4 

・2025 年: 約 650 人、2026 年計画: 814 人(22%増加） 

 

３．同意議決制度 

(1)導入 

・2011 年 12 月に制度が導入され、現在までに 20件ほど活用されている。特に最近活用事例が増

加した。 

・2025 年 11 月 19 日、KFTCは Googleの YouTube Premium抱合せ販売の件につき同意議決を

認めた5。Google は、YouTube Premiumと YouTube video及び YouTube music との抱合せ、

又は YouTube Music Premium の単独販売を行っていたが、これに加えて YouTube Premium 

Lite を単独販売することで KFTCから同意議決を取付けた。 

・同意議決は KFTC と事業者が合意により事件を解決するので、事業者にとっては、法的紛争に

よる費用を最小限に抑え、違法性有無について判断を受けずに済むというメリットがある。 

(2)履行管理、取消、履行強制金 

・同意議決による是正措置が適切に履行されたか否かの履行管理が行われる。もし履行が適切に

行われない場合、KFTCは同意議決を取消すことができる(第 91条)また履行強制金

(enforcement fines)を課すことができる(第 92 条)。 

 

４．刑事告発・リニエンシー制度 

(1)専属告発(第 129 条) 

・公正取引法については、KFTC の告発がなければ、検察は公訴を提起できない(第 129 条)。 

(2)リニエンシー制度(第 44 条)  

・1996 年に導入された。申請者は事業者。 

・カルテルや談合に参加した事業者が自主的に違反事実を申告し、調査に協力した場合に、課徴

金の減額または免除、刑事処罰の軽減を与える制度。第 1順位 100％、第 2 順位 50％免除。 

(3)刑事リニエンシー制度6 

・2020 年に導入された。これを申請するとハードコアカルテル自認ということになる。 

・申請者は事業者及び･又は個人。 

・効果として、第 1 順位は不起訴、第 2 順位は求刑の 2 分の 1 に減刑。刑事リニエンシー適用事

業者・個人に対しては原則として捜索・差押等の強制捜査が禁止され、リニエンシ―情報を活

用した別件捜査が制限される。 

 
4 https://www.pymnts.com/cpi-posts/south-koreas-fair-trade-commission-to-strengthen-oversight-with-major-

workforce-expansion/ 

5 https://www.ftc.go.kr/eng/selectBbsNttView.do?key=563&bordCd=821&nttSn=46726 

6 

https://www.kimchang.com/en/insights/detail.kc?sch_section=4&idx=24089#:~:text=Since%20the%20Korea%20

Fair%20Trade,related%20to%20the%20underlying%20cartel. 

https://www.pymnts.com/cpi-posts/south-koreas-fair-trade-commission-to-strengthen-oversight-with-major-workforce-expansion/
https://www.pymnts.com/cpi-posts/south-koreas-fair-trade-commission-to-strengthen-oversight-with-major-workforce-expansion/
https://www.ftc.go.kr/eng/selectBbsNttView.do?key=563&bordCd=821&nttSn=46726
https://www.kimchang.com/en/insights/detail.kc?sch_section=4&idx=24089#:~:text=Since%20the%20Korea%20Fair%20Trade,related%20to%20the%20underlying%20cartel
https://www.kimchang.com/en/insights/detail.kc?sch_section=4&idx=24089#:~:text=Since%20the%20Korea%20Fair%20Trade,related%20to%20the%20underlying%20cartel


(外国競争法研究会 要点整理) 

 

6 

 

Ⅳ. 韓国公正取引法上の最新のトレンド(プラットフォーム規制) 

１．オンラインプラットフォーム仲介取引の公正化に関する法律 

・韓国市場で営業する一定規模以上のオンラインプラットフォーム事業者(Google や Amazon な

ど米国系企業も対象に含まれる)を対象に不公正取引方法を禁止する法案。 

・事前規制、立証責任の転嫁を狙っている。 

・現時点で立法化されていない。 

 

２．プラットフォームに関する最近の事例 

(1)カカオモビリティの配車優遇事件7 

①2023 年 2月 14日、KFTC は、カカオモビリティが、タクシー配車アプリ「カカオ T」におい

て自社有償加盟サービス「カカオ T ブルー」の運転手に、長距離の配車を優先的に割り当てる

など、配車アルゴリズムを不当に操作したとして、市場支配的地位乱用(自社優遇)を理由に、是

正措置と 257 億ウォン（仮の金額）の課徴金賦課処分を下した。 

②2025 年 5月 22日、ソウル高等法院は 271 億ウォンの課徴金を取消す判決を出した。理由は、

加盟タクシーと非加盟タクシーは同等の取引相手ではないので、配車アルゴリズム使用は不当

な差別的取引条件には当たらないとのことであった。 

③KFTC は、大法院に上訴した。現在審査中。 

④なお、カカオモビリティは同業他社への情報提供強要事件でも是正命令等を受けている。 

・2024 年 10 月 2日、KFTC はカカオモビリティが、タクシ―配車業者であるUT、TADA、

Babban、Macaron Tax に対してパートナー契約を締結し、情報を提供することを強要したとし

て是正命令と仮課徴金 724 億ウオンを課した。 

 

(2)NAVERの動画検索アルゴリズム事件8 

①2020 年 10 月 21 日、KFTCは NAVERが動画検索およびショッピング検索のアルゴリズムを調

整し、自社動画サービス(Naver TV)やショッピングサイト(スマートストア)の製品が優先的に

表示されるようにしたとして、市場支配的地位の濫用(競合排除)及び不公正取引行為(不当顧客

誘引）」に該当するとして、是正命令とともに、課徴金約 265 億ウォン賦課を行った。 

②2022 年 12 月、ソウル高等法院は、ショッピング検索に関する課徴金処分などは妥当であると

し、NAVER 側の訴えを大部分退けた。 

③2025 年 10 月、大法院は、原審(高等法院判決）を覆し、「アルゴリズム変更は違法ではない」

としてソウル高等法院に差し戻した。 

 

 

 
7 KFTC Annul Report 2025, 224 頁 

https://www.ftc.go.kr/eng/selectBbsNttView.do?key=563&bordCd=821&nttSn=13559 

https://www.ftc.go.kr/eng/selectBbsNttView.do?key=563&bordCd=821&nttSn=13577 

8 https://www.ftc.go.kr/eng/selectBbsNttView.do?key=563&bordCd=821&nttSn=13466 

https://www.ftc.go.kr/eng/selectBbsNttView.do?key=563&bordCd=821&nttSn=13559
https://www.ftc.go.kr/eng/selectBbsNttView.do?key=563&bordCd=821&nttSn=13577
https://www.ftc.go.kr/eng/selectBbsNttView.do?key=563&bordCd=821&nttSn=13466
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(3)クーパンイーツの抱合せ販売事件9 

・2024 年 4月 12日、クーパンは、約 1400 万人の有料会員からなる「WOW メンバーシップ」の

月額料金 4,990 ウオンから 7,890 ウオンへと約 58%引き上げた際、別サービスである「クーパ

ンイーツの無料配達」や「動画配信（クーパンプレイ）」を選択するよう仕向ける画面を提供し

た。消費者団体等は、利用者が希望していないサービスを無理やりセットにし、料金を引き上

げた行為は「抱き合わせ販売」に該当し、消費者の選択権を制限していると KFTCに通報し、

調査が開始された。 

・2026 年上旬には何等かの結論が出る見込み。 

 

３．プラットフォーム事業者規制に関する争点 

(1)差別的取扱／自社優遇 

・プラットフォーム事業者がアルゴリズムを PB 商品、子会社商品等に有利となるよう設定する行

為が問題となっている。 

・ 

(2)市場支配力の転移 

・「市場支配力の転移」とは、或る市場において支配的地位を有する事業者が、隣接事業分野に進

出し、比較的容易に競争上の優位を獲得する現象をいう。 

・KFTC は、Google Android OS事件10、クーパン抱合せ事件等多数の事件で市場支配力の転移の

理論を活用している。 

 

                                   以上 

 
9 https://www.ftc.go.kr/eng/selectBbsNttView.do?key=563&bordCd=821&nttSn=45970 

10 https://www.ftc.go.kr/eng/selectBbsNttView.do?key=563&bordCd=821&nttSn=13502 

https://www.ftc.go.kr/eng/selectBbsNttView.do?key=563&bordCd=821&nttSn=45970
https://www.ftc.go.kr/eng/selectBbsNttView.do?key=563&bordCd=821&nttSn=13502

